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はしがき 

 

我が国では、地方公務員の給与は、地方公務員法第２４条の給与決定原則に基

づき、地域民間給与や国家公務員の給与等を考慮して定められている。 

地域における国家公務員の給与水準を目安とするための比較にあたってはラ

スパイレス指数を用いることが適当とされているところであるが、近年、このラ

スパイレス指数が漸増傾向にあり、その要因分析が喫緊の課題となっている。 

このような状況を踏まえ、今後の地方公共団体の給与決定に際して、その参考

に資するため、「わたり」、「昇格メリット」等について調査研究を実施した。 

このほど、計４回にわたる本研究会での議論を経て、その結果を取りまとめた。 

本報告書を地方公務員の給与決定のあり方及び制度設計の検討に、参考とな

る材料としてご活用いただきたい。 

最後に、研究会の運営及び本報告書を取りまとめるにあたり、専門的な見地か

らのご意見をくださった委員各位、並びに種々のご協力をいただいた各位に、心

からお礼を申し上げる次第である。 
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はじめに 

 

本格的な人口減少社会を迎える中で、地方公共団体が、今後も限りある

人的・財政的資源を有効に活用し、公共サービスの持続可能な提供体制を

確保していくためには、地方公務員の給与制度やその運用を、国民・住民

の十分な理解と納得が得られるものとしていく必要がある。 

地方公務員の給与は、公務としての近似性及び財源負担の面から、それ

ぞれの地域における国家公務員の給与水準との均衡に十分留意すべきもの

である。近年、地方公共団体全体のラスパイレス指数が漸増傾向にある中

で、地方公務員の給与制度やその運用については、これまで以上に説明責

任が求められていると言えよう。 

本研究会は、こうした昨今の状況を踏まえ、今後の地方公共団体による

給与決定や給与等の公表、また総務省による地方公務員の給与等の公表に

際して、その参考に資するため、地方公務員の給与制度やその運用に影響

を与える要因として考えられる、「わたり」や「昇格メリット」などにつ

いて取り上げ、調査研究した。 

本報告書は、その調査研究結果について整理し、ここに取りまとめ作成

したものである。 
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１．研究の前提 

 

 近年、地方公共団体全体のラスパイレス指数が漸増傾向になる中、地方公務

員の給与制度やその運用については、これまで以上に説明責任が求められてい

る。 

 昨年の「地方公務員の給与決定に関する調査研究会報告書」（平成30年３月）

（以下「平成30年研究会報告書」という。）では、ラスパイレス指数の上昇又

は高止まりの要因として考えられる地方公共団体の給与制度及びその運用につ

いて分析を行った。 

平成30年研究会報告書では、ラスパイレス指数の上昇又は高止まりの要因と

考えられるものとして、以下のようなものを掲げた。 

 

＜給料表の要因＞ 

① 国と異なる独自の給料表（水準、構造）の適用 

 

＜給料水準の要因＞ 

② 独自の給与削減措置の廃止・緩和 

③ 国より高い初任給基準額の設定 

④ 国の改定率を上回る率での給与改定を累次実施 

 

＜昇給・昇格の要因＞ 

⑤ 平成 18 年度以降の給与構造改革に伴う現給保障の未廃止 

⑥ 給与制度の総合的見直しに伴う現給保障がなく、国とは異なり昇給が抑制

されないこと 

⑦ 国と同様の高齢層職員給与の抑制措置の不実施 

⑧ 国には存在しない特別昇給の実施 

⑨ 職員構成の上位級への偏り 

⑩ 平均年齢の低下に伴う若年職員の昇格（主に町村） 

⑪ 国より有利な昇格メリット（主に独自給料表適用団体） 

⑫ 「わたり」などの高い級への格付けがあること 

 

 平成30年度研究会報告書では、地方公務員の給与決定において重要な役割を

担っている人事委員会勧告について取り上げるとともに、これらの要因のうち、

①国と異なる独自の給料表（水準、構造）の適用、⑨職員構成の上位級への偏

りについて研究を行った。 

 今回は、平成30年研究会報告書では扱いきれなかった⑫「わたり」と、⑩平
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均年齢の低下に伴う若年職員の昇格、⑪国より有利な昇格メリットを総合的に

捉えた「昇格メリット」、「昇格ペース」、「昇給運用」について取り上げる

こととした。 

なお、本研究の前提となる、均衡の原則に関する考え方・認識については、

平成30年研究会報告書と同一である1。 

本研究会は、ラスパイレス指数の上昇又は高止まりの要因を分析することに

加えて、これらの要因の基となる給料表、等級別基準職務表などについて、住

民や議会に対して分かりやすい形で公表を行い、民主的チェックの下に置くこ

とを主眼としている。 

 

２．「わたり」について 

 

（１）「わたり」の概要、経緯 

 

「わたり」とは、「給与決定に際し、等級別基準職務表に適合しない級へ

格付けを行うこと」をいい、地方公務員法第24条第１項に定める「職務給の

原則」に反する不適正な給与制度及び運用である。一例を挙げると、等級別

基準職務表上、「主査」の職が３級と定められているにもかかわらず、主査

の職員を４級以上の級へ格付けを行うといった運用である。 

このような不適正な給与制度・運用は、職員給与費の増嵩を招来し、ラス

パイレス指数の高止まりの原因になるほか、「わたり」が行われている職員

とそうでない職員との公平性の観点や、能力及び実績に基づく人事管理の徹

底といった観点からも不適正なものといわなければならない。 

ところで、「わたり」の歴史は古く、「地方公務員月報」の昭和38年11月

号において既に、職務給の原則における問題点として指摘されている。昭和

51年７月号には、「わたりの是正が最大の課題といわなければならない。」

との記述が見られる2。 

公文書における「わたり」という用語の初見は、昭和47年９月25日付け自

治事務次官通知「地方公務員の給与制度等の適正化について」3である。ただ

し、それ以前の通知においても、「標準職務に適合しない等級への格付け等

の措置を行わないこと」（昭和40年11月12日付け自治事務次官通知）などと

して、「わたり」を行わないよう助言・指導してきた。 

                         
1
 資料１「地方公務員の給与決定に関する調査研究会報告書（平成 30 年３月）（抄）」参照。 

2
 資料２「地方公務員月報及び通知における「わたり」の記述」参照。 

3 脚注２参照。 
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その後も、事務次官通知や総務副大臣通知などを通じて、ことあるごとに

「わたり」の是正を助言してきたが、平成21年には、全国実態調査を実施、

同年12月にその結果を公表するに至った4。平成22年の再調査5を経て、最終

的に都道府県で３団体、指定都市で１団体、市で127団体、町村で90団体、

計221団体について「わたり制度あり」と判定したものである（221団体のう

ち18団体が「形式わたり」、203団体が「実質わたり」である。「形式わた

り」と「実質わたり」については後述。）その後、これらの団体に対して毎

年フォローアップを継続した結果、年々減少してきており、平成29年４月現

在で「わたり」の制度が残っているのは、12団体を残すのみとなっている状

況である6。なお、この12団体はすべて「実質わたり」であり、現在「形式わ

たり」を行っている団体は、経過措置を除いて存在しない。 

 

【「わたり」制度のある団体数の推移】 

平成21年度 221／1847（12.0％） 

平成22年度 151／1797（ 8.4％） 

平成23年度 104／1794（ 5.8％） 

平成24年度 85／1789（ 4.8％） 

平成25年度 69／1789（ 3.9％） 

平成26年度 51／1789（ 2.9％） 

平成27年度 37／1788（ 2.0％） 

平成28年度 16／1788（ 0.9％） 

平成29年度 12／1788（ 0.7％） 

 

（２）「わたり」の要件 

 

「わたり」の定義は、前記（１）で述べたとおり、一義的には「給与決定

に際し、等級別基準職務表に適合しない級へ格付けを行うこと」（以下「形

式わたり」という。）である。一方で、等級別基準職務表に反しない場合で

あっても、実質的に「わたり」と同一の結果となる等級別基準職務表又は給

料表などについても、「わたり」とみなして是正を助言してきた経緯がある。 

昭和55年９月26日付け自治事務次官通知「地方公務員の給与の適正化につ

いて」においては、「標準職務表に適合しない等級への格付け（いわゆる

                         
4 資料３「平成 21 年調査結果」参照。 
5 資料４「地方公務員給与の「わたり」の再調査結果」参照。 
6 資料５「地方公務員給与の「わたり」の状況について」参照。 
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「わたり」）を行っているもの、その他実質的にこれと同一の結果となる標

準職務表又は給料表を定めているものにあってはこれを是正すること。」と

助言している。 

しかしながら、具体的にどのような等級別基準職務表や給料表が「実質的

なわたり」であるのか、その要件は必ずしも明らかではなかった。地方公共

団体の職制や給料表の構造は多様であり、「わたり」の範囲について明確な

線引きをすることは、極めて困難だったものと推察される。 

「実質的なわたり」（以下「実質わたり」という。）の要件が初めて具体

的に定められたのが、前項で述べた平成22年の再調査時においてである。 

その際定められた「わたり」の定義は、以下のとおりである。 

 

Ⅰ 給与決定に際し、等級別基準職務表に適合しない級へ格付けを行うこ

と（形式わたり） 

 

Ⅱ Ⅰのほか、実質的にこれと同一の結果となる等級別基準職務表又は給

料表を定めること（実質わたり） 

① 等級別基準職務表が職務を明確に分類したものとなっていない場合

（同一の職名が複数の級にわたる場合等。但し、「本庁の課長」と

「本庁の困難な業務を所掌する課長」といったように明確に分類され

ている場合を除く。） 

（例１）「主査」（３～５級）が一定の経験年数を経れば、４級から

５級に昇格する場合 

（例２）「主査」（３、４級）が一定の経験年数を経れば、５級の

「主幹」（「主査」と実質的に職務・職責に差異のない職）に昇格

する場合 

 

② 一の職が４つ以上の級にわたって格付けられている場合（等級別基

準職務表が、職務を明確に分類したものとなっている場合であって

も、該当。） 

 

③ 国家公務員の官職と職務・職責が同等な職の級の格付けが、国家公

務員の本省の格付けを超えている場合 

（例１）国の係員に相当する職を３級以上に格付け 

（例２）国の主任に相当する職を４級以上に格付け 

（例３）国の係長に相当する職を５級以上に格付け 

（例４）国の課長補佐に相当する職を７級以上に格付け 
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（例５）国の室長に相当する職を９級以上に格付け 

 

④ 国家公務員の官職と職務・職責が同等な職の給料月額の最高水準

が、国家公務員の俸給月額の最高水準を相当程度超えている場合 

 

なお、「実質わたり」の①については、平成26年の地方公務員法等の改正

を受けて発出した平成27年４月10日付け公務員部長通知において、「等級別

基準職務表に職務の内容を定めるにあたっては、職務の複雑、困難及び責任

の度が同程度の職について、２つ以上の級に格付けを行うことは、職務給の

原則に反するものとしてできないものであること」と助言している。したが

って、現在、（例１）にあるような、「主査」という職名が３～５級に格付

けられるといった事例はほぼ存在しない。 

また、②については、例えば、１級・主事、２級・困難な業務を所掌する

主事、３級・特に困難な業務を所掌する主事、４級・重要な業務を所掌する

主事、といったように、職務の困難度や重要度により一の職名を４つ以上の

級に格付けている事例を想定していると考えられるものの、平成21年に実施

した当初の調査当時から該当団体がない。 

 

（３）「実質わたり」要件の課題 

 

「実質わたり」の４要件のうち③及び④については、課題が存在する。 

 

ア 要件③の課題 

国の俸給表と全く同じ給料表を用いている団体については、判断が比較

的容易である一方、以下のようなケースの判断が困難。 

・ 独自給料表の団体で、職の格付け自体は国を超えていなくても、級の

水準が国の同じ級の水準を超えている場合（例：係員２級の水準が国３

級に近しい水準となっている等）7 

・ 国の俸給表に水準調整をした給料表を用いている場合（国の各級各号

俸に＋３％の水準調整を行っている等） 

また、そもそも、この要件は給料表の構造や水準に着目したものなのか、

否か。 

 

イ 要件④の課題 

                         
7 具体例として、資料６。 
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「相当程度超えている」の定義が明らかでなく、この要件の市区町村に

おける適用については各都道府県市区町村担当課の判断に委ねられており、

わたり認定の判断にばらつきが生じている。 

 

以上の課題について、当研究会では、ある県（以下「Ａ県」という。）

の市町村担当課を招き、意見を聴取した。その後、各委員による意見交換

を行った。 

 

（４）前記（３）の課題に対するＡ県市町村担当課の主な意見 

 

(ⅰ) 要件④の「相当程度」の部分に解釈の幅があるため、団体により「わ

たり」認定の基準が異なる。 

 

(ⅱ) 要件③及び④において、国家公務員の職との比較が前提となっている

が、例えば同じ職名でも職責が異なる場合があるなど、一概に比較する

ことが難しい。 

 

(ⅲ) 要件③及び④は、「わたり」本来の意味合いからかけ離れているので

はないか。 

 

(ⅳ) 「わたり」をどうにかして指標化できる手立てはないか。 

 

（５）前記（３）の課題に対する委員の意見 

 

(ⅰ) 要件③及び④について、Ａ県市町村担当課は、給料表の級ごとに認定

を行っており、実際の貼り付きでは「わたり」に該当しないと考えられ

る職員まで「わたり」と認定しているが、支障はないのか。 

 

(ⅱ) 「わたり」と認定される中にもニュアンスの違うものがあるのではな

いか。例えば、Ｂ市は本来の「わたり」であると考えられるが、Ｃ市は、

給与制度改革を断行し、職務給の原則を徹底した給料表を作成した結果、

たまたま要件④に当てはまってしまったような印象を受ける。 

 

(ⅲ) 地方公共団体の給与制度の適正化を図る上で現在の「わたり」の要件

を用いるのは、限界があるのではないか。新たな用語、概念を作り出す

必要があるのではないか。その際、原因を突き詰めて細かくしていくア
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プローチよりも、より総枠で管理するというアプローチをした方がよい

のではないか。 

 

(ⅳ) 独自構造の給料表を適用している団体と国に準拠している団体とでは、

各市町村担当課の対応が違うのではないか。独自構造の給料表を適用し

ている方が「わたり」との認定を受けにくいのではないか。この対策と

して、民主的統制のもとに置くという趣旨から、団体に給料表カーブ

（国の俸給表との対比）を公表させるといった方法が考えられるのでは

ないか。 

 

（６）まとめ 

 

Ａ県市町村担当課からの意見は、「実質わたり」の課題を鋭く指摘してい

る。(ⅰ)は正にそのとおりであるし、とりわけ(ⅱ)については、「わたり」

認定の難しさをよく表しているということができる。前述したとおり、地方

公共団体の職制は多様であって、職名が同じであることのみをもって、職務

の内容、困難度、責任等が同等であると断定することはできない。また、そ

もそも国と地方公共団体では、職務の内容や性質等が同一とまでは言えない

ことから、単純に比較することはできないのではないかとの意見もある。 

(ⅲ)についても、「わたり」本来の意味が、「給与決定に際し、等級別基

準職務表に適合しない級へ格付けを行うこと」であるという点に立ち返って

みれば、無視できない意見であろう。 

こうしたＡ県市町村担当課からの意見を受けて、委員からは、現在の「わ

たり」の限界という指摘もあった。独自構造の給料表が、判断の困難さ故に

「わたり」認定を受け難いというのも事実である。また、Ｃ市の事例のよう

に、給料表の適正化を実施した結果、たまたまその一部が「わたり」の要件

に引っかかってしまったのではないかとの指摘についても否定できないとこ

ろがある。 

これらの議論を踏まえると、「わたり」認定を、本来の意味である「形式

わたり」に限定し、「実質わたり」を廃止するという、思い切った方法も考

えられる。しかしながら、総務省は、これまで長らく「実質わたり」の是正

を助言してきたところであり、助言に沿って是正を行った団体も少なくない。

「実質わたり」と認定されている残り12団体の中にも、今後の是正に向けた

取組を検討している団体もあるようである。今、「実質わたり」の認定を廃

止するとなれば、これまで是正に取り組んできた団体にしてみれば不公平感

を抱くであろうし、これから是正を検討しようとする団体の意欲をくじくこ
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とにもなろう。 

また、「実質わたり」を廃止すると、等級別基準職務表や給料表を点検す

る手段・機会が一つ失われてしまうことにもなる。等級別基準職務表や給料

表は、地方公共団体の給与制度の根幹をなすものであり、比較点検が困難だ

からといって、それを行わなくてよいということにはなるまい。 

等級別基準職務表や給料表の点検については、総務省による「実質わたり」

認定の余地を残しつつ、住民や議会などによる民主的チェックの強化を図る

ことが重要である。その点、等級別基準職務表については、既に平成27年４

月10日付けの公務員部長通知8により、等級別基準職務表のみならず等級及び

職制上の段階ごとの職員数を公表するよう助言しており、現在、多くの団体

でその取組が進んでいる。給料表についても、その構造や水準を分かりやす

く図示した給料表カーブを公表することにより、民主的チェックの強化を図

ることが適当と考える。 

以上を踏まえ、当研究会としては、様々な課題を認めつつも、これまでの

経緯等を尊重し、当面、従来の定義による「実質わたり」を維持することを

提言する。その上で、以下のような取組について、総務省において検討する

よう提言する。 

 

○ 給与情報等公表システムなどを通じて、各地方公共団体の給料表カーブ

を公表すること。 

 

○ 地方公共団体の職の格付けについて、職名のみにとらわれることなく国

や他の地方公共団体との比較が可能な方法を探求すること。その際、基幹

統計である地方公務員給与実態調査結果の活用などを検討すること。 

 

 

３．「昇格メリット」について 

 

（１）「昇格メリット」の概要、経緯 

 

国においては、かつて、職員が昇格した際の昇格後の俸給月額は、人事院

規則により、昇格後の職務の級の俸給月額のうち、昇格前の俸給月額と同額

又は直近上位の俸給月額に決定することが原則とされていた。 

                         
8 資料７「地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の運用（等級別基準職務表及び等級等ごとの

職員の数の公表（第 25 条及び第 58 条の３）関係）について（平成 27 年４月 10 日公務員部長通知）」参照。 
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しかし、平成３年の勧告の際、人事院は、職務に応じた給与制度を一層推

進する観点から、昇格時のメリットを増加させることとして、昇格後の俸給

月額を、昇格後の俸給月額より１号俸上位の俸給月額とすることを原則とす

る方針を表明し、平成４年４月１日以降、そのように改められた（いわゆる

「１号上位昇格制度」）。 

このように、上位の級に昇格した場合の号俸は、昇格が職務・職責の高ま

りを給与上評価すべきものであることから、どの級のどの号俸からの昇格で

あれその職務・職責の高まりに相応しい一定のメリット（いわゆる「昇格メ

リット」）を伴う号俸とすることが必要であるとされた。 

その後、平成18年の給与構造改革が進められる過程で、俸給カーブがフラ

ット化され、従来の「１号上位昇格制度」方式では、低位号俸からの昇格に

比べ高位号俸からの昇格には十分な昇格メリットが確保できないことになっ

た。このため、従来の「１号上位昇格制度」で実現していた昇格メリットを

できる限り維持する一方で、どの号俸からでも一定の昇格メリットを享受で

きるよう、昇格時の号俸について、「昇格時号俸対応表」（いわゆる「飛び

つき表」）により決定する仕組みに改められた。 

また、平成25年１月には50歳台後半層における官民の給与差を解消するた

め、最高号俸を含む高位の号俸から昇格する場合の昇格メリットを縮減する

こととし、具体的には昇格後の号俸を改正前よりも下位の号俸とする改正

（例えば、行政職俸給表(一)の場合は最大10号俸抑制）を行った9。 

 

（２）昇格メリットのラスパイレス指数への影響 

 

地方公務員においても、「地方公務員の給与のあり方に関する研究会報告

書」（平成18年３月）において、「給与制度については、公務としての近似

性・類似性を重視して均衡の原則が適用されるべきである。この場合、公務

にふさわしい給与制度としては・・・国家公務員の給与制度を基本とすべき

である」とされていることから、制度として国を基本とし、また、職務に応

じた給与制度を一層推進する必要があるという観点から、昇格メリットを一

定程度確保することは妥当であるといえる。 

しかしながら、問題であるのは、昇格メリットを国より過大にとっている

場合や、国が平成25年１月に行った高齢層の昇格メリット縮減措置に準じて

いない場合である。 

昇格メリットを国より大きくとっている場合というのは、具体的には、例

                         
9 資料８「昇格制度の改正」参照。 
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えば国と同一の給料表を適用している団体において、昇格後の号給を国より

も上位の号給に設定しているという場合が挙げられる。この場合、国家公務

員と地方公務員の昇格のタイミングが同時期であると仮定すれば、単純に考

えて、昇格のたびに地方公務員の方が国家公務員よりも高位の号俸に決定さ

れるため、俸給月額（給料月額）の差は開いていき、ラスパイレス指数が高

くなる要因となる。 

また、国が平成25年１月に行った高齢層の昇格メリット縮減措置について、

50歳台後半層の官民の給与差については、国家公務員に限った問題ではなく、

地方公務員についても当てはまる問題であることから、総務省は国に準じた

措置を行うよう各団体に助言しているところである10。しかしながら、未だ

に必要な措置を講じていない団体も多数見受けられ、この場合も、ラスパイ

レス指数が高くなる要因となると言える。 

 

（３）昇格メリットの比較方法 

 

昇格メリットは、給料表と昇格時号給対応表から導きだすことができ、い

ずれも条例、規則等で公表されているものであるため、住民や国民が各団体

の昇格メリットについて調べ、その適正性について検討することは不可能で

はない。 

しかしながらその確認作業は非常に困難であり、相当程度の手間がかかる

ため、民主的チェックが行われやすい状況にあるとは言いがたい。昇格メリ

ットの適正性を検討しやすくするためには、国との比較を目に見える形で現

すことが有用であると考えられる。 

では、具体的に、どのような指標で国と比較すればよいのかが問題となる

                         
10 資料９「地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて（平成 30 年 11 月６日総務副大臣通知）（抄）」参照。 

高齢層職員の昇格縮減措置（平成３０年４月現在）

国と同じ措置 国と異なる措置

都道府県 45 45 0 2 47

指定都市 11 8 3 9 20

市区町村 1,207 1,168 39 514 1,721

合計 1,263 1,221 42 525 1,788

縮減措置有
縮減措置無 団体数
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が、これは、各団体が適用している給料表の種類や、指標の使用用途によっ

て３つの比較手法が考えられる。 

 

① 給料表が国の俸給表と同一である場合 

団体の給料表が国の俸給表と同一又はほぼ同一である場合、国と団体の昇

格時号給対応表を単純に比較すれば、国との違いを把握することができる

（【昇格時号給対応表の単純比較表】11）。 

資料10の例で言えば、国の場合は４級93号俸から昇格した場合、５級75号

俸に決定されるが、Ｄ市の場合は同じ４級93号給から昇格した場合、５級85

号給に決定され、この差である10号給が国よりも高い。 

なお、この昇格時号給対応表の単純比較では、昇格後に決定される号給の

差は把握できるものの、実際どの程度の額が国家公務員の場合より上乗せさ

れているのかということについては把握することはできない。実際の上乗せ

額の規模感を把握するためには、【昇格時対応号給額カーブ】12や、後述す

る【昇格メリット額比較グラフ】を作成することが有用であると言える。 

【昇格時対応号給額カーブ】は横軸に「昇格する前日に受けていた俸給/

号給」をとり、縦軸に「昇格後の俸給/給料月額」をとって国と団体を比較

するグラフで、これにより、昇格メリットの上乗せ額の規模感を把握するこ

とができる。 

本研究会において、独自にいくつかの団体について検証を行ったところ、

昇格時号給対応表が国と異なる場合によく見られるのは、国に準じた高齢層

の昇格メリット抑制措置を行っていないケースであり、高齢層以外の昇格メ

リットを故意に高く設定しているとみられるケースは確認されなかった。 

 

② 国の俸給表に準拠しているが、独自に水準アレンジや複雑な下駄履き、合

成等の構造アレンジを行っている場合 

団体が国の俸給表に水準アレンジや複雑な構造アレンジを加えている場合

には、単純に昇格時号給対応表を比較しても意味をなさない。このため、

【昇格メリット額比較グラフ】13を作成することが有用であると考えられる。 

このグラフは、横軸を号俸/号給とし、縦軸を昇格メリット額として、

「○級から○級への昇格時」とタイトルにあるように、昇格の級ごとに作成

するものである。例えば、８級制の団体であれば、７回昇格の機会があるの

                         
11 資料 10「昇格時号給対応表の単純比較表」参照。 

12 資料 11「昇格時対応号給額カーブ」参照。 
13 資料 12「昇格メリット額比較グラフ」参照。 
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で、７つのグラフが作成されることとなる。 

このグラフの利点は、各級各号給別の人員のデータを載せることが可能で、

級号給別の人員状況も含めて昇格メリットを分析できるという点である。 

資料12の例で言えば、初号給周辺から８級に昇格する場合には、Ｅ市より

国の昇格メリットの方が高い。しかし、人員分布をみると、初号周辺の号俸

である職員は、国、Ｅ市ともほとんどいないため、初号周辺から昇格するこ

とはほぼないということが把握でき、初号周辺の昇格メリットを比較するこ

とは実質的に意味をなさないということが分かる。また、人員分布を見ると、

国の場合は人員分布の山が落ち着く35～45号俸周辺から８級に昇格する場合

が多いと推測でき、Ｅ市の場合は55号俸以降から昇格する場合が多いのでは

ないかと推測できる。 

このように、人員分布と昇格メリットを合わせて分析することで、どのあ

たりの号給から昇格する場合が多いのかを概ね把握することができ、その号

給から昇格した場合の昇格メリットはどの程度なのかを把握することができ

る。言い換えれば、制度だけではなく、実際の昇格の運用にも焦点を当てる

ことができる。 

 

③ 独自構造の給料表を適用している場合 

団体が独自構造の給料表を適用している場合には、国との比較が難しくな

る。 

【昇格時号給対応表の単純比較表】及び【昇格メリット額比較グラフ】を

作成するに当たっては、国の職務の級と団体の職務の級の対応関係が明確で

あることが前提となる。しかしながら、独自構造の給料表を適用している団

体については、国の級との対応関係が不明確であることも多く（例えば、同

じ「係長」という職名であっても、団体と国で職務の内容や責任が異なると

いった場合等）、【昇格時号給対応表の単純比較表】や【昇格メリット額比

較グラフ】では団体のどの級と国のどの級を対応させるかの判断が難しいた

め、これらのグラフで比較することは適さないと言える。 

強いて言えば、【昇格時対応号給額カーブ】を用いることが考えられるが、

この指標で国と比較しても、評価については難しい。 

 

なお、上記①～③のいずれの場合にも、初任給の号給が国と異なっている

場合には注意が必要である。 

例えば、国の俸給表と全く同一の給料表を適用し、昇格時号給対応表も国

と全く同一のものを適用しており、昇格のタイミングも国と同様であるが、

初任給を国より高い号給に設定している団体の場合は、昇格前の号給も昇格
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後の号給も国より高くなることに加え、この差は容易に縮まらず、ラスパイ

レス指数の高止まりを惹起することになる。 

 

以上のように、国との比較について３つの指標を提示したが、いずれも住

民や国民に対する分かりやすさという面では改善の余地があるものと言わざ

るを得ず、また特に独自構造の給料表を適用している団体についてはいずれ

の指標を使っても評価は難しいところである。 

本研究会としては、総務省において、これらの点について更なる研究を行

うとともに、各団体に対してこれらの指標の公表を促すことも含めて検討す

べきと考える。 

なお、国が平成25年１月から行っている、高位の号俸から昇格した場合の

俸給月額の昇格メリット縮減措置について、未だに必要な措置を講じていな

い団体については、早急に対処する必要がある。 

 

 

４．「昇格ペース」について 

 

（１）「昇格ペース」の概要 

 

昇格ペースとは、文字通り、昇格するペースのことを指す。具体的には、

在職○年目に○級に昇格するということを指し、逆に言えば○級に昇格する

のに大体何年かかるかということである。 

これについて、国では、人事院規則において「職員を昇格させる場合にお

いて、その者の属する職務の級を１級上位の職務の級に決定しようとすると

きは、…在級期間表…に定める在級期間（職員を昇格させる場合に必要な１

級下位の職務の級に在級した年数をいう。…）及び在級期間表において人事

院が別に定めることとする要件に従い、その者の属する職務の級を決定する

ものとする14」としている。 

 

 

 

 

 

 

                         
14 人事院規則９―８第 20 条第４項 
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簡単に言えば、「○級に昇格するためには、その一つ下の級に○年在籍し

ていなければいけない」という現行俸給制度のルールの一つであるが、これ

は、「それぞれの職務の級に決定するについて必要な最低の基準の一つを定

めたもの15」であり、当該在級期間を満たせばただちにその職務の級に決定

されるという性質のものではない。 

各団体においても、条例や人事委員会規則において、在級期間表を定めて

いるところはあるが、性質は国と同様、最低基準を示したものに過ぎない。 

このように、昇格ペースについては、制度として条例や人事委員会規則で

定められているものは、最低限のルールであるにすぎず、実質的なペースに

ついては各団体の運用に委ねられているものであると言える。 

 

（２）「昇格ペース」の比較方法 

 

昇格ペースは、人事評価結果等により、個々の職員によって大きく異なっ

ていることは当然であるが、各級の平均経験年数を把握することによって、

各団体の、結果としての昇格ペースを大まかな傾向として把握することは可

能である。 

例えば、国においては、国家公務員給与等実態調査において、級別の平均

経験年数を公表している。平成30年の当該調査では、行政職(一)の「１級」

の平均経験年数は「2.8年」、「２級」の平均経験年数は「7.7年」16とある17。 

ここで注意しなければならないのは、国の場合は総合職（いわゆる「キャ

                         
15 俸給関係質疑応答集（学陽書房） 
16 ここでの年数は、通算経験年数であり、在級期間ではない。 
17 資料 13「平成 30 年国家公務員給与等実態調査報告書 第５表「適用俸給表別、級別平均経験年数」」参照。 

規則９―８別表第６　在級期間表（第２０条関係）（抄）

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級

3 4 4 2 2 4 3 3 3

職務の級

備考
１　総合職（院卒）、総合職（大卒）、一般職（高卒）若しくは専門職（高卒）の結果に基づいて職
員となった者又は選考採用者（採用試験又は経験者採用試験の結果に基づいて職員となった
者以外の者をいう。以下同じ。）に対するこの表の適用については、職務の級２級の欄中「３」と
あるのは、総合職（院卒）又は総合職（大卒）の結果に基づいて職員となった者にあっては「０」
と、一般職（高卒）又は専門職（高卒）の結果に基づいて職員となった者にあっては「８」と、選考
採用者にあっては「９」とする。
（２～７略）
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リア組」）と一般職（いわゆる「ノンキャリア組」）が混在しているという

ことである。前掲調査では、「６級」の平均経験年数は「30.9年」であるの

に対し、「７級」は「30.4年」とあって６級よりも少なくなっているが、こ

れは７級まで昇格する一般職職員の割合が、７級まで昇格する総合職職員の

割合より少ないことによるものである。 

こうしたことから、一概に国と各団体と比較することはできないが、少な

くとも国の級ごとの平均経験年数よりも団体の方が少なければ、昇格ペース

は国よりも早いと推測することができる。 

このように、級ごとの平均経験年数を国と比較できるように公開すること

も検討すべきであろう。 

 

（３）「昇格ペース」のラスパイレス指数への影響 

 

平成30年研究会報告書において、「職員構成の上位級への偏り」は「ラス

パイレス指数の高止まりの要因となっている可能性が考えられ」、「不適正

に早く昇格させる、適正な人事評価によることなく漫然と全職員を昇格させ

るなどの運用が行われている場合、ラスパイレス指数を更に高くする大きな

要因となりうる」と指摘したところである。 

この指摘にあるように、昇格ペースが国より早いことや上位級比率が高い

ことがすべて不適切というわけではなく、団体の組織構成、職員数、在職職

員の年齢構成等の事情により一定程度許容される場合も想定される。 

例えば、限られた人材の中で、優秀な職員を管理職等に抜擢する目的で、

一部の職員のみ昇格ペースを早くしているケースである。こうした団体で、

特に総職員数が少ない場合には、ラスパイレス指数の算出計算上18、そうし

た抜擢人事の影響が大きく出てしまい、指数が高くなってしまうというケー

スがある（こういった団体の分析に当たっては、パーシェ指数19を確認する

ことが有用である。ラスパイレス指数に比べてパーシェ指数の数値が相当程

度低いようであれば、ラスパイレス指数が高い理由の一つが抜擢人事にある

と推測できる。）。 

また、例えば資料15のような団体の場合、職員の年齢構成上、30歳台の中

堅層が他の年齢層より少ないため、本来中堅層が就くポストにやむを得ず若

年層を就けた結果、昇格ペースが早くなるケースなどもある。 

しかし、このようなケースにおいても、適切な官職（ポスト）管理がされ

                         
18 資料 14「ラスパイレス指数の算出方法」参照。 
19 ラスパイレス指数が「国の職員数」を用いるのに対し、パーシェ指数は「団体の職員数」を用いて算出する。 

19



 

 

ているかどうかの検討が必要である。 

例えば資料16のような団体の場合は、５級の「本庁の課長補佐の職務」が

３人であるのに対し、６級の「困難な業務を行う本庁の課長補佐の職務」が

300人となっており、本庁課長補佐のポスト管理についてバランスを欠いて

いるとの印象を与えかねない（本庁課長についても、６級の本庁課長が２人、

７級の困難な業務を行う本庁の課長が62人となっている。）。 

また、昨今の地方公共団体を取り巻く環境の変化に対応できず、不必要な

ポストが存置されたまま、漫然と従来通り職員を昇格させているといったこ

とは避けなければならない。 

上位級比率が高く、ラスパイレス指数が高い団体においては、適正な人事

評価によって昇格運用を行うことはもちろんのこと、適正なポスト管理につ

いて、不断に検証することが必要である。 

 

５．昇給運用について 

 

国の昇給号俸数は、以下のとおりとなっている20。 

 

また、昇給の制度として、昇給区分Ａ及びＢの割合について、職員層に応

じ、以下の人事院の定める割合に合致しなければならないとされている21。 

                         
20 人事院規則９―８第 37 条第７項 
21 人事院規則９―８第 37 条第６項、給実甲第 326 号第 37 条関係第 15 項 

昇給区分 Ａ Ｂ

管理職層 100分の10 100分の30

中間層 100分の５ 100分の20

初任層 100分の20（「Ａ」は100分の５以内）

行政職俸給表(一)等職員昇給号俸数表

昇給区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

8以上 6

4
（行政職俸給表(一)の適
用を受ける職員でその職
務の級が７級以上である
もの又は第36条各号に掲
げる職員にあつては、３）

2 0

2以上 1 0 0 0

備考
１　この表は、専門スタッフ職俸給表の適用を受ける職員でその職務の級が２級以上であるもの以外の職員に適用する。
２　この表に定める上段の号俸数は給与法第８条第８項第１項に掲げる職員以外の職員に、下段の号俸数は同号に掲げる職員に適用する。

昇給の号俸数

20



 

 

団体において、国よりも昇給区分Ａ及びＢに決定する職員の割合が高けれ

ば、ラスパイレス指数は高くなると言えるので、団体はこの割合を超えるこ

とのないよう、留意することが必要である。 

また、国が平成25年１月から行っている、55歳超職員が標準の勤務成績で

あった場合の昇給停止措置22についても、未だに導入していない又は国と異

なる措置（標準の勤務成績であった場合は２号給昇給としている等の措置）

を行っている団体があることから、早急に国に準じた取組を行う必要がある。 

 

 

なお、昇給区分を決定するに当たり、人事評価をそもそも実施・活用して

いない団体や、いわゆる「持ち回り」等によって区分の決定を行っているよ

うな団体については、このような運用を早急に是正すべきであることは言う

までも無い。 

 

 

おわりに 

 

本研究会では、昨年に引き続き、ラスパイレス指数の高止まりの要因を分

析するための研究を行った。具体的には、人事委員会勧告と「わたり」に係

る論点の他に、ラスパイレス指数高止まりの要因と考えられる各事項につい

て、主に国との比較・分析方法を中心に論じてきた。この過程で苦慮したの

は、独自構造の給料表を適用している団体と国とをどう比較するかという問

題であった。この問題については、一定の方向性といくつかの方法を提示す

ることはできたものの、やはり不十分であり、今後、より有意で納得性のあ

                         
22 資料 17「昇給制度の改正」参照。 

高齢層職員の昇給抑制措置（平成３０年４月現在）

国と同じ措置 国と異なる措置

都道府県 46 31 15 1 47

指定都市 19 5 14 1 20

市区町村 1,696 681 1,015 25 1,721

合計 1,761 717 1,044 27 1,788

抑制措置有
抑制措置無 団体数

21



 

 

る比較・分析方法について、更なる検討を行う必要があろう。また、独自構

造の給料表を適用している団体においても、ラスパイレス指数高止まりと考

えられる要因について、自ら説明責任を負うことはいうまでもない。さらに、

総務省は各団体に対して、職員給与等の公表を行うよう求めるとともに23、

例年、その様式を示している24ところであり、各団体において当該様式に沿

った公表を確実に行うことが重要である。 

全国平均のラスパイレス指数の高止まりは、国民世論の批判を招くおそれ

があるということについては、昨年の報告書において既に述べたところであ

る。それに加えて、個別の団体におけるラスパイレス指数の高止まりについ

ても、当該団体の給与制度・運用に何らかの問題点がある可能性が高いこと

を示すものといえる。また、現在ラスパイレス指数が低い団体においても、

将来的なラスパイレス指数の動向に留意しつつ、自団体の給与制度・運用を

不断に点検し、適正化に努める必要がある。 

本研究会は、地方公務員の給与決定が国民・住民のより一層の理解と納得

の得られる制度・運用の下で行われるよう、総務省による地方公務員の給与

等の公表や各地方公共団体による給与制度とその運用の見直しにおいて、本

報告書の提言が活用されることを期待するとともに、今後も引き続き提言を

行っていく所存である。 

 

                         
23 資料 18「「地方公共団体における職員給与等の公表について」の全部改正について（平成 17 年８月 29 日総務事務

次官通知）」参照。 
24 資料 19「「「地方公共団体における職員給与等の公表について」の一部改正について」の運用について（平成 30

年３月 28 日事務連絡）」参照。 

22
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24 色扉（白）
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地方公務員の給与決定に関する調査研究会 設置要綱 

 

１ 目的 

地方公務員の給与については、平成18年以降の給与構造見直しにより、地域民間給与の

反映、年功的な給与上昇の抑制と職務・職責に応じた給料構造への転換、勤務実績の給与

への反映など国と同様の考え方による取組が推進されてきた。また、平成27年以降、地域

間・世代間の給与配分の課題等に対応するため、国の取組も踏まえ、給与制度の総合的見

直しに取り組んでいる。 

一方、国家公務員の給与水準との比較指標である「ラスパイレス指数」は、平成16年以

降14年連続で100を下回っているものの、平成16年の97.9であったものが、その後漸増傾

向となり、平成29年には99.2となった。今後もこのような傾向が継続すれば、いずれラス

パイレス指数が100を超える可能性も考えられることから、現状打開のための方策を早急

に講じなければならない状況である。 

このことを踏まえ、ラスパイレス指数の高止まりの一要因とな考えられる「わたり」及

び「昇格制度・運用」などについて調査・研究することを目的に地方公務員の給与決定に

関する調査研究会（以下「調査研究会」という。）」を設置する。 

２ 調査研究の内容 

地方公務員の給与決定に関して、以下の調査研究を実施する。 

(1) 「わたり」の定義・基準の整理及び課題 

(2) 「昇格メリット」「昇格ペース」「昇給運用」に係る国との比較方法 

 

３ 組織 

(1) 調査研究会は、委員８人以内で構成する。 

(2) 調査研究会は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者の出席を求めることが

できる。 

(3) その他調査研究会の運営に関し必要な事項は、座長がこれを定める。 

 

４ 座長 

(1) 調査研究会に、座長を置く。 

(2) 座長は、会務を総理する。 

(3) 座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長が指名する者が、その職務を代

理する。 

 

５ その他 

(1) 調査研究会の庶務は、財団法人自治総合センターにおいて処理する。 

(2) 本要綱に定めるもののほか、調査研究会の運営に関し必要な事項は、座長が定める。 

(3) 必要経費 約２，０００千円 
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地方公務員の給与決定に関する調査研究会 委員名簿 

 

座 長 

稲継 裕昭  早稲田大学政治経済学術院教授 

 

委 員 

浅羽 隆史  成蹊大学法学部教授 

出雲 明子  東海大学政治経済学部政治学科准教授 

太田 聰一  慶應義塾大学経済学部教授 

大谷 基道  獨協大学法学部総合政策学科教授 

（五十音順、敬称略） 
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検討経緯 

 

 

 第１回 平成３０年７月１３日（金） 

   研究会の進め方、昇格制度・運用及び「わたり」について説明、

意見交換等 

 第２回 平成３０年１１月２日（金） 

   「わたり」について市町村担当課へのヒアリング及び意見交換

等 

第３回 平成３０年１２月２１日（金） 

   「わたり」及び昇格メリット・昇格ペースについて説明、意見

交換等 

第４回 平成３１年２月２２日（金） 

   「報告書（案）」について意見交換、まとめ 
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